
堺市産後ケア事業の実施に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１７条の２の規定に基づ

き、出産後の心身ともに不安定な時期にあって支援が必要な母子を対象に、心身のケア及

び育児のサポートを行うことにより、家庭で自立し、安心して子育てができるよう支援す

るための堺市産後ケア事業（以下「本事業」という。）の実施について、必要な事項を定

める。 

（実施主体） 

第２条 本事業の実施主体は、本市とする。 

２ 本事業は、次のいずれかに該当するもので、本事業を適切に実施することができると市

長が認めるものに委託して実施することができる。 

(1) 本市の区域内（以下「市内」という。）に存する医師法（昭和２３年法律第２０１号）

第２条の免許を有する産婦人科医の在籍する病院（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５第１項に規定するものをいう。）又は診療所（同条第２項に規定するものを

いう。） 

(2) 市内に存する助産所（医療法第２条に規定するものをいう。） 

（対象者） 

第３条 本事業の対象者は、市内に住所を有し、次に定める要件を満たす乳児及びその母親

（以下この条において「乳児等」という。）とする。ただし、感冒その他の感染性の疾患

に罹患し、又は疑いのある乳児等及び入院又は加療を有する乳児等を除く。 

  (1) 宿泊型及びデイサービス型 生後６か月未満の乳児（在胎週数３７週未満で生まれ

た早産児である場合は、出産予定日から６か月を経過する日までの乳児も母子の状態

により含むことができる。）及びその母親（支援者がなく、かつ、家族等から家事、育

児等の援助が受けられない者であって、次の各号のいずれかに該当するものに限る）と

する。 

(ア) 体調不良であり、又は育児に不安がある者 

(イ) 子どもの養育を安定して行うことが困難と認められる者 

(ウ) 出産後の在宅生活において、支援が特に必要であると市長が認める者 

(2) 訪問型 生後１歳未満の乳児及びその母親であって、産後ケアを必要とする者 

（事業内容） 

第４条 本事業は、前に規定する対象者に対し、次の各号に掲げる区分にて指導等を行う。 

 (1) 宿泊型  対象者を実施施設（第２条第２項の規定により本事業を委託した病院、診 

   療所又は助産所をいう。以下同じ。）に宿泊させ指導等を実施する。 

(2) デイサービス型  対象者を実施施設に日帰りで滞在させ指導等を実施する。 

(3) 訪問型  実施施設が対象者の居宅を訪問し、指導等を実施する。 



２ 前項の規定による指導等は、次の各号に掲げるものとする。  

(1) 産後の母の心身のケア及び保健指導 

(2) 乳房管理及び授乳の指導 

(3) 乳児の発育及び発達並びに健康状態の確認 

(4) 沐浴及び育児の指導 

(5) 在宅での子育てに関する相談及び指導 

(6) 家族計画に関する指導 

(7) その他市長が必要と認める育児及び保健に関する指導 

３ 前項に規定する指導等は、宿泊型又はデイサービス型にあっては助産師、保健師又は看

護師の資格を有する者が、訪問型にあっては助産師の資格を有する者が行わなければな

らない。 

４ 本事業において宿泊型は、午前１０時を始期とした２４時間を１日として取り扱い、デ

イサービス型は、午前１０時を始期とした９時間を１日として取り扱い、訪問型は、１回

の訪問（午前９時から午後６時までの間に１回３時間程度で実施）を１日として取り扱う。

ただし、実施施設が１日の始期となる時間を変更する場合は、宿泊型は始期から２４時間、

デイサービス型は始期から９時間をそれぞれ１日として取り扱う。 

５ 本事業の利用に係る上限日数は、１回の出産につき宿泊型にあっては７日、デイサービ

ス型にあっては７日、訪問型にあっては３日とする。ただし、それぞれの事業に係る利用

日数の合計が１４日を超えることはできない。 

６ 本事業を利用している間における食事の提供は、宿泊型は、１日につき３食、デイサー

ビス型は、１日につき２食とする。訪問型では食事の提供は行わない。 

（利用の申請） 

第５条 本事業を利用しようとする者は、堺市産後ケア事業利用申請書兼情報提供書（様式

第１－１号、様式第１－２号）により市長に申請しなければならない。 

２ 次の各号に掲げる世帯が前項の申請をするときは、その世帯であることを証する書類

（ただし、市長が市民税課税台帳その他市が保有する情報によって確認できるときは書

類の提出を省略できるものとする。）を市長に提出しなければならない。 

 (1) 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯（以下「生活保護等世帯」という。）

若しくは市民税非課税世帯（申請日の１から６月末までの申請については前々年）の所

得に対する市民税が非課税である世帯 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める世帯 

３ 本条第１項の規定にかかわらず、堺市電子申請システムによる方法により、申請を行う 

 ことができる。この場合において、本条第２項に規定する書類は、堺市電子申請システム 

上に添付し、市長に提出しなければならない。 



 （利用の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、速やかに利用

の可否を決定する。 

２ 市長は、前項の規定により利用を承認する旨決定したときは堺市産後ケア事業利用承

認決定通知書（様式第２号。以下「利用承認決定通知書」という。）、利用を承認しない旨

決定したときは堺市産後ケア事業利用不承認決定通知書（様式第３号）をそれぞれ申請者

に通知する。 

３ 市長は、前項の規定により利用承認決定通知書を通知したときは、宿泊型、デイサービ

ス型にあっては、堺市産後ケア事業受入依頼書（様式第４号）を実施施設に通知し、その

受入れを依頼する。訪問型にあっては、前条第２項の規定により利用の承認を受けた者

（以下「利用者」という。）が実施施設へ依頼する。 

 （再交付） 

第７条 利用者は、利用承認決定通知書を紛失、汚損、又は破損した時は、申し出等により、

再交付の申請をすることができる。 

（申請内容の変更等） 

第８条 利用者は、承認の内容を変更しようとするとき、又は利用の中止を求めるときは、

堺市産後ケア事業利用変更中止申請書兼届出書（様式５号）により市長に申請しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、承認の内容の変更

又は中止を決定し、その旨を速やかに堺市産後ケア事業利用変更中止承認通知書（様式６

－１号）により利用者に通知するとともに、宿泊型及びデイサービス型にあっては、堺市

産後ケア事業受入変更中止依頼書（様式６－２号）により当該ケアに係る実施施設に通知

する。 

 （利用の取消し） 

第９条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、本事業の利用を取り消す。 

(1) 第３条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により利用の承認を受けたとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が利用に支障があると認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により利用の取消しを決定したときは、堺市産後ケア事業利用決定

取消通知書（様式第７号）により、速やかに利用者に通知する。 

（利用者負担額等） 

第１０条 利用者は、利用１日（宿泊型にあっては、利用した時間が第４条第４項の２４時

間に満たない場合、デイサービス型にあっては、利用した時間が同項の９時間に満たない

場合、訪問型にあっては、利用した時間が同項の３時間に満たない場合について、１日と

みなす。）につき別表第１に定める利用者負担額を負担するものとし、当該利用者負担額

は、本事業の利用開始時に、実施施設に対し支払わなければならない。 



２ 利用者は、利用予定日の前日の正午までに、利用日変更又は利用中止の申し出（この項

において「利用日変更等の申し出」という。）をせず、利用しなかったときは、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を利用に係る準備等に要した費用として、実施

施設に対し支払わなければならない。ただし、地震、水害その他の災害等利用者の責めに

帰すべきものでない事由の場合は、この限りではない。 

 (1) 利用予定日の前日正午を過ぎ同日午後５時に至るまでの間に利用日変更等の申し出

をしたとき。 別表第１の一般世帯区分（一般利用者）の利用者負担額１日分の２分の

１に相当する額 

(2) 利用予定日の前日の午後５時を過ぎて利用日変更等の申し出をしたとき、又は申し

出がなかったとき。 別表第１の一般世帯区分（一般利用者）利用者負担額１日分に相

当する額 

（委託料） 

第１１条 利用者が利用した場合における実施施設に対する委託料は、利用１日につき別

表第２に定める額とする。 

（報告） 

第１２条 実施施設は、本事業の実施報告を堺市産後ケア事業実施報告書（様式第８号）に

より、翌月１５日までに市長に報告しなければならない。また、実施施設が退所後の支援

を必要と判断した場合、各区の子育て支援課へ速やかに報告しなければならない。 

（調査） 

第１３条 市長は、必要に応じて本事業の実施状況について実施施設に報告を求め、又は実

地に調査することができる。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施について必要な事項は、所管部長が

定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年１０月１日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表の規定は、施行日以降の日における利用に係る宿泊型産

後ケア事業について適用し、施行日前の日における利用に係る宿泊型産後ケア事業につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 



（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の堺市宿泊型産後ケア事業の実施に関す

る要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管している帳票については、当分の間、

改正後の堺市産後ケア事業の実施に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなし

て使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の堺市産後ケア事業の実施に関する要綱（以下「旧要

綱」という。）第２条第２項第２号の本市に隣接する地方公共団体の区域内に存する助産

所であって、本市から委託され事業を実施しているもの（施行日以後も引き続き本市から

委託され事業を実施しているものに限る。）に関しては、同号の規定は、この要綱の施行

後も、なおその効力を有する。 

３ この要綱の施行の際、旧要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている

帳票については、当分の間この要綱による改正後の要綱の様式に関する規定による帳票

とみなして使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、旧要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている 

  帳票については、当分の間この要綱による改正後の要綱の様式に関する規定による帳

票とみなして使用することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、旧要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている

帳票については、当分の間この要綱による改正後の要綱の様式に関する規定による帳票

とみなして使用することができる。 

 



別表第１（第１０条関係） 

型 階層区分 利用者負担額 

宿泊型 

一般世帯 

（一般利用者）  ５，２００円 

（減額利用者）  ３，５００円 

 （多胎児加算額）   ４００円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 

 １，３００円 

（多胎児加算額）   ２００円 

デイサービス型 

一般世帯 

（一般利用者）  ２，６００円 

（減額利用者）  ２，３００円 

（多胎児加算額）   ２００円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 

７００円 

（多胎児加算額）   １００円 

訪問型 

一般世帯 
（一般利用者）  ３，５００円 

（減額利用者）  １，０００円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 
５００円 

備考 

１ この表及び別表第２において「一般世帯」とは、この事業を利用した日において、市

民税非課税世帯及び生活保護等世帯を除く世帯をいう。 

２ この表及び別表第２において一般世帯の利用者のうち、１回の出産につき、宿泊型、

デイサービス型及び訪問型を、合わせて５回まで減額利用者として取扱うことができ

る。 

３ この表及び別表第２において「減額利用者」とは、この事業を利用した日において利

用者の申し出を受け、減額利用者であると確認できた一般世帯の利用者をいう。 

４ この表及び別表第２において「一般利用者」とは、この事業を利用した日において減

額利用者でない一般世帯の利用者をいう。 

５ この表及び別表第２において「多胎児加算額」とは、乳児が多胎児である場合に、２

人目以降の１人につき加算する額をいう。 

６ 消費税法施行令（昭和６３年政令第３６０号）第１４条の３第７号に基づき、消費税

及び地方消費税を非課税とする。 

   

 

 

 

 



別表第２（第１１条関係） 

型 階層区分 委託料 

宿泊型 

一般世帯 

（一般利用者）   ２５，３００円 

（減額利用者）   ２７，０００円 

（多胎児加算額）   ３，８００円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 

２９，２００円 

（多胎児加算額）   ４，０００円 

デイサービス型 

一般世帯 

（一般利用者）   １６，１００円 

（減額利用者）   １６，４００円 

（多胎児加算額）   ２，５３０円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 

１８，０００円 

（多胎児加算額）   ２，６３０円 

訪問型 

一般世帯 

（一般利用者）    ６，１００円 

（減額利用者）    ８，６００円 

市民税非課税世帯及び 

生活保護等世帯 
９，１００円 

 


